
令 和 3 年 8 月 27 日 提 出

長 生 郡 市 広 域 市 町 村 圏 組 合
管 理 者 田 中 豊 彦

令和２年度　主要施策の成果

令 和 ２ 年 度 に お け る 一 般 会 計 の 主 要 な 施 策 の 成 果 に つ い て
地 方 自 治 法 第 233 条 第 5 号 の 規 定 に よ り 本 書 の と お り 提 出 す る 。





国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

総務課 1,183 1,183

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

1,125 1,125

58 58

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

総務課 16,781 12,692 4,089

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

11,220 11,220 0

2,886 1,472 1,414

1,210 1,210
　令和3年4月1日から17年間の賃貸借契約を令和2年12月22日に締結。
　賃料は年額税込8,926,805円、総額税込151,755,685円。

　令和2年度の延べ利用者は83,905人　前年度比 67.24％

　※新型コロナウイルス感染拡大防止に伴う緊急事態宣言で、令和2年4月8日～5月31
日まで臨時休館となった。

高圧受電設備修繕

施策の成果

組合規約 施策

第3条第1項第11号 関係市町村の職員の共同研修事務

件名

2款　1項　1目　市町村職員等の資質向上と職務に対する適応力養成のため、階層別の基本研修を行っ
ている。

概要

プール棟地下給水配管更新工事

決算額の財源内訳

組合規約

第3条第1項第19号

　ごみ処理施設の焼却余熱を利用した浴場及び温水プール施設等を平成23年度から貸し
付けている。

所属

概要 主な決算内容

件名
決算額

決算額の財源内訳

決算額

（単位：千円）

決算額
決算額の財源内訳

所属

施策の成果（受講者数）

　新規採用職員研修　2回　71人
　初級職員研修　　　2回　39人
　中級職員研修　　　2回　49人

　※係長研修は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止した。

浴場棟女子更衣室床張替工事

市町村等職員研修業務委託

講師謝礼

決算額の財源内訳
（単位：千円）

主な決算内容

2款　1項　1目

施策

浴場棟、プール棟及びこれらの附属施設の貸付

決算額
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

医療民生課 31,632 31,632

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

8,953 8,953

9,592 9,592

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

医療民生課 6,144 6,144

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

951 951

施策の成果

障害支援区分認定審査会委員報酬

第3条第1項第18号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく介護給付費等の支給に
関する審査会の設置及び運営

概要 主な決算内容

決算額
決算額の財源内訳3款　2項　1目

件名

施策の成果

介護認定審査会委員報酬

介護認定システム借上料

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

第3条第1項第17号 介護認定審査会の設置及び運営

概要 主な決算内容

決算額
決算額の財源内訳3款　1項　1目

件名

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

　介護認定審査会は、構成市町村からの審査依頼を受け、要介護度についての審査及び
判定を行っている。
　介護認定審査会委員は、要介護者等の保健、医療又は福祉に関する学識経験を有する
者のうちから、管理者が任命している。

　15合議体で138回の審査会開催
　審査依頼合計　4,447件（うち更新申請　1,519件、新規申請1,919件、区分変更1,009件）の審査判定を行い結果を出した。
　前年度比　65.44％

　※新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱い（病院等で調査が困難な場合、新たに12か月までの範囲で
市町村が定める期間を合算できる）により審査件数が減少した。

　障害支援区分認定審査会は、構成市町村からの審査依頼を受け、身体障害・知的障
害・精神障害・難病についての審査及び判定を行っている。
　障害支援区分認定審査会委員は、障害者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する
者のうちから、管理者が任命している。

　５合議体で14回の審査会開催
　審査依頼合計　271件（うち更新申請174件、新規申請83件、区分変更7件、訓練等給付7件）の審査判定を行い結果を出した。
　前年度比　91.25％
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

医療民生課 45,201 4,938 40,263

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

18,250 18,250

3,668 3,668

1,428 1,428

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

医療民生課 9,003 9,003

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

9,003 9,003

　内　科　1,915人　　小児科　557人
　外　科　1,386人　　その他　165人
　合　計　4,023人
　前年度比　45.40％

　年間を通して、夜間における初期救
急患者に医療提供することができた。

　※利用者の減少は、新型コロナウイルス
感染症の影響による受診控えなどによるも
の。

夜間急病診療所業務委託

夜間急病診療所受付支援業務委託

4款　1項　2目

件名

4款　1項　1目

件名

　内　科　253人　　小児科　146人
　外　科　　1人　　その他　 60人
　合　計　460人
　前年度比　25.34％
　診療日数　365日
　日平均利用者　1.3人

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

決算額
決算額の財源内訳

　地域住民の生命を守るため、夜間における内科・小児科の急病患者に対し初期医療行
為を行う施設として、夜間急病診療所を設置し、管理運営を行っている。
　診療科目は、内科及び小児科で、毎夜、20時から23時まで医師、看護師、事務員各1
名で診療を行っており、勤務する医師は茂原市長生郡医師会の推薦に基づき管理者が委
嘱している。また、医師の確保及び勤務日の割り振りは、医師会に委託している。

第3条第1項第8号 長生郡市夜間急病診療所の設置及び管理

概要 主な決算内容

決算額
決算額の財源内訳

主な決算内容

決算額
決算額の財源内訳　地域住民の生命を守るため、日曜日、国民の祝日及び12月31日から1月3日までにお

ける急病患者のための医療施設（以下「休日在宅当番施設」という。）を茂原市長生郡
医師会に委託している。
　診療時間は、午前9時から午後5時までに受付した患者に対する診療にかかる時間とし
ている。また、休日在宅当番施設の確保及び当番の割り振りは、医師会に委託してい
る。

施策の成果（科目別利用者数）

医師報酬

（単位：千円）

所属 組合規約 施策

　年間を通して、休日における救急患
者に医療提供することができた。

　※利用者の減少は、新型コロナウイルス
感染症の影響による受診控えなどによるも
の。

施策の成果（科目別利用者数）

休日在宅当番医業務委託

第3条第1項第9号 在宅当番医制事業

概要
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

医療民生課 192,536 192,536

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

192,536 192,536

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

長生郡市
温水センター

3,617 1,204 2,413

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

3,025 1,185 1,840

第3条第1項第16号 長生郡市温水センターの設置及び管理

概要 主な決算内容

　テニスコート　　　　895件
　スポーツ運動広場　　263件（うち使用料免除　61件）
　ふれあいホール　　　 12件（うち使用料免除　12件）
　合計　　　　　　　1,170件（うち使用料免除　73件）
　前年度比　　　　　85.53％

　※新型コロナウイルス感染症対策のため、令和2年4月4日～6月7日の間、テニスコー
ト及びスポーツ運動広場の貸出しを中止した。

施策の成果（使用件数） 屋外施設管理業務委託

4款　1項　1目

　最終処分場の跡地利用として設置されたテニスコート及びスポーツ運動広場の貸出し
及び管理を行っている。

決算額
決算額の財源内訳4款　1項　3目

件名

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
決算額の財源内訳

決算額
決算額の財源内訳

件名

施策の成果（科目別利用者数）

待機施設業務委託

　地域住民の生命を守るため、夜間急病診療所における診療の結果、直ちに、より高度
な治療又は入院を必要とする患者のための医療及び深夜における診療を行う施設（以下
「待機施設」という。）を茂原市長生郡医師会からの推薦に基づき、医療機関に委託し
ている。
　診療科目は内科及び外科とし、原則、１待機施設で診療を行い、診療時間は午後8時
から翌朝6時までに受付した患者に対する診療にかかる時間としている。

　内　科　1,565人　　小児科　 18人
　外　科　1,230人　　その他　343人
　合　計　3,156人
　前年度比　70.87％

　年間を通して、夜間及び深夜におけ
る救急患者に医療提供することができ
た。

　※利用者の減少は、新型コロナウイルス
感染症の影響による受診控えなどによるも
の。

第3条第1項第10号 病院群輪番制方式による二次医療機関運営事業

概要 主な決算内容

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
決算額の財源内訳
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課 220,144 184,380 35,764

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課 1,642,028 294,813 244,200 677,425 425,590

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

196,245 196,245 0

231,462 231,462 0

136,181 136,181 0

617,598 294,813 244,200 78,585

第3条第1項第2号
一般廃棄物の収集、運搬及び処理

（し尿処理）

決算額の財源内訳

可燃物収集業務委託

　集積所からの収集運搬量　26,965.00ｔ
　総搬入量及び処理量　　　41,568.20ｔ　前年度比　97.26％

　焼却灰組合最終処分場搬出運搬量　5,256.00ｔ
　焼却灰外部処理委託量　　　　　　3,089.16ｔ

汚泥再生処理センター
長期包括運営業務委託

4款　2項　3目

概要 主な決算内容

　し尿処理施設の運転管理だけでなく修繕等を含む包括業務委託により、圏域内で生じ
たし尿・浄化槽汚泥等を適正に処理するとともに、循環型社会形成を担う施設として処
理過程で発生する汚泥を助燃剤として生成し、資源の有効利用を図っている。

決算額
決算額の財源内訳

件名

概要 主な決算内容

4款　2項　2目

127,499

第3条第1項第2号
一般廃棄物の収集、運搬及び処理

（可燃物処理）

127,499 0
施策の成果（処理量）

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

　生し尿　　　 3,931.88kℓ
　浄化槽汚泥　29,583.88kℓ（農集汚泥含む）
　合　計　　　33,515.76kℓ　前年度比　99.09％

　集積所から収集運搬、また、直接ごみ処理場へ搬入された可燃ごみを焼却施設で焼却
処理。ごみ焼却時の余熱を利用し発電した余剰分を売電したほか、浴場棟・プール棟へ
熱供給も行っている。

決算額
決算額の財源内訳

件名

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額

ごみ焼却施設運転管理業務委託

焼却灰(外部)運搬・処理業務委託

ごみ焼却施設基幹的設備改良事業

施策の成果
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課 225,963 24,300 201,663

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

37,805 37,805

33,528 33,528

26,268 26,268

36,881 36,881

32,450 24,300 8,150

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課 375,011 257 12 374,742

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

2,691 257 2,434

2,692 2,692

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

第3条第1項第2号
一般廃棄物の収集、運搬及び処理

（不燃物処理）

概要 主な決算内容

　集積所から収集運搬、また、直接ごみ処理場へ搬入された不燃ごみを粗大ごみ処理施
設で破砕処理し、有価物を回収している。

4款　2項　4目
決算額

決算額の財源内訳

件名

施策の成果 不燃物収集業務委託(燃えないごみ)

不燃物収集業務委託(粗大ごみ)

粗大ごみ処理施設運転管理業務委託

搬入室等受入選別作業等業務委託

　集積所からの収集運搬量　不燃ごみ　1,552.28ｔ
　　　　　　　　　　　　　粗大ごみ　2,008.58ｔ

　総搬入量及び処理量　　　不燃ごみ　2,071.69ｔ
　　　　　　　　　　　　　粗大ごみ　3,298.42ｔ
　　　　　　　　　　　　　廃乾電池　　 39.62ｔ
　　　　　　　　　　　　　合　　計　5,409.73ｔ　前年度比　96.24％

アルミ選別機改修工事

決算額の財源内訳

件名

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

最終処分場整備業務委託
（エコパーク長生）

第3条第1項第2号
一般廃棄物の収集、運搬及び処理

（最終処分場）

概要 主な決算内容

　可燃ごみ焼却後の主灰及び不燃ごみの処理残渣を埋立処分し、浸出水の処理を行って
いる。

4款　2項　5目
決算額

6,996 6,996
施策の成果（埋立量）

水質・排ガス等分析業務委託

浸出水処理施設運転管理業務委託

　焼却灰・不燃残渣　5,256.00ｔ
　火災廃材　　　　　　370.28ｔ
　覆土　　　　　　　2,110.00ｔ
　合計　　　　　　　7,736.28ｔ　前年度比　93.67％
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課 64,350 19,286 15,400 29,664

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

26,620

12,914

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課 20,438 1,270 10,219 8,949

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

概要 主な決算内容

第3条第1項第2号
一般廃棄物の収集、運搬及び処理

（新最終処分場建設）

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
決算額の財源内訳

4款　2項　7目
決算額

決算額の財源内訳

件名

施策の成果

13,178 15,400

　エコパーク長生の埋立終了後の新最終処分場として令和6年度竣工を予定し、平成30
年度から建設事業に着手している。

　平成30年度　地元への事業説明会など
　令和元年度　不動産鑑定に係る画地認定業務委託
　　　　　　　八反目地区最終処分場対策委員会等及び計画地地権者との協議など

　【今後の予定】
　令和 3年度　建設計画用地購入
　令和 4年度　実施設計及び発注支援業務委託
　令和 5年度～6年度　建設工事

12,218

10,956
測量業務委託

地質調査業務委託

（単位：千円）

基本設計等及び
生活環境影響調査業務委託

18,326 6,108

一般廃棄物の収集、運搬及び処理
（災害廃棄物処理）

　令和2年度では、建設計画地の測量、地質調査、不動産鑑定が完了し、基本
設計等及び生活環境影響調査を令和3年度までの2か年で行っている。

所属 組合規約 施策 決算額
決算額の財源内訳

概要 主な決算内容

　令和元年10月豪雨で発生した災害廃棄物の仮置場（長柄町昭栄中学校跡地、茂原市落
合公園）の復旧が令和元年度から事故繰越し及び繰越明許となった。

4款　2項　9目
決算額

決算額の財源内訳

件名

第3条第1項第2号

施策の成果
89 2,849 5,609

　事故繰越しの委託は、令和2年4月30日に完了。
　繰越明許の工事は、令和2年8月26日に完了。 災害廃棄物仮置場表土撤去等工事

（茂原市・繰越明許）
14,740 7,370 7,370

災害廃棄物仮置場表土撤去業務委託
（長柄町・事故繰越し）

5,698
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

決算額
決算額の財源内訳

件名

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
決算額の財源内訳

施策の成果

主な決算内容

第3条第1項第4号 一般廃棄物処理業の許可及びし尿浄化槽清掃業の許可

概要 主な決算内容

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第7条の規定により、許可を行っている。
　更新は2年ごと（前回更新は令和元年度だった）。

決算額
決算額の財源内訳

件名

　実施計画を策定し、組合ウェブサイトで公表した。

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
決算額の財源内訳

施策の成果

　本年度、更新及び新規許可なし。

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第6条第1項の規定により、基本計画を10年計画で
策定し、概ね5年で見直しを行っている。（現行計画の開始年度は平成29年度）
　基本計画に基づき圏域内で発生する一般廃棄物の適正な処理を確保するとともに、廃
棄物の減量、資源化及び適正処理等に関して必要な事項を実施計画として、毎年度策定
している。

第3条第1項第3号 一般廃棄物処理の基本計画及び実施計画の策定

概要
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

環境衛生課 179,713 32,282 147,431

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

51,480 32,282 19,198

93,548 93,548

27,760 27,760

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

消防本部 2,494,732 35,611 146,400 5,212 2,307,509

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

34,001 5,124 10,200 1,260 17,417

214,538 17,169 136,200 61,169

5,652 5,652 0

6,917 6,916 1

1,612 750 862

26,293 26,293

施策 決算額
決算額の財源内訳

決算額
決算額の財源内訳

件名
　容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律第8条に基づき、5年間の
容器包装廃棄物の分別収集計画を策定し、3年ごとに見直しを行っている。
　分別収集計画に基づき圏域内で発生する容器包装廃棄物を集積所から収集運搬し、
缶・ビン・ペットボトルは選別・圧縮減容ベール化及びカレット化を行い再資源化物と
して売却、紙類等も再資源化物として売却している。

（単位：千円）

所属 組合規約

施策の成果（収集・分別処理量及び売却額）

紙類等収集業務委託

ビン等収集業務委託

搬入室等受入選別作業等業務委託

（単位：千円）

第3条第1項第5号 容器包装廃棄物の分別収集計画の策定、分別収集及び処理

概要 主な決算内容

4款　2項　6目

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

第3条第1項第6号 消防事務（常備消防）

概要 主な決算内容

5款　1項　1・3目
決算額

決算額の財源内訳

件名

施策の成果

高規格救急自動車購入

はしご付消防自動車購入

NBC等テロ対策用資機材購入

　1本部、4消防署、4分署で組織し、はしご車、ポンプ車、救助工作車、化学車、救急
車等の車両42台と資機材を擁し、消火活動や救急・自然災害を含む救助活動にとどまら
ず、火災予防思想の普及、防火対象建物及び危険物取扱所等に対する技術指導や査察な
どを行っている。

NBC等テロ対策用検知器及び測定器購入

ちば消防共同指令センター負担金

搬送用アイソレーター装置一式購入

　　　　　【紙類等収集量】
　　新聞紙　   1,043.73ｔ
　　雑誌等　   831.30ｔ
　　段ボール　   912.56ｔ
　　紙パック　  16.49ｔ
　　その他紙製容器包装　1.57ｔ
　　衣類　            305.94ｔ
　　合計　　　　　　3,111.59ｔ
　　前年度比　　　　　101.82％

　　　　【ビン等収集量】　
缶　　　　　　332.06ｔ　　
ビン　　　  1,028.25ｔ　　
ペットボトル　389.72ｔ　　
合計　　　　1,750.03ｔ　　
前年度比　　　102.52％

 　　　　　【分別処理量及び売却額】
 　ペットボトルベール化　322.51ｔ　11,312千円
 　カレット　　　　　　　760.70ｔ　　　74千円
 　リターナブルビン　　　34,477本　　　60千円
　 紙類等　　　　　　　　　　　　　　 683千円
　 缶等金属類　　　　　　　　　　　20,154千円
　 合計　　　　　　　　　　　　　　32,283千円

　火災　　110件　前年度比　125.00％
　救急　7,860件　前年度比　 88.57％
　
　防火対象建物査察　 286件　前年度比　 47.51％
　危険物取扱所等査察　28件　前年度比　103.70％
　危険物検査　101件　前年度比　97.12％

　※救急実技講習、甲種防火管理者講習は新型コロナウイルス感染症の影響により中
止した。
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国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

消防本部 298,867 16,566 57,900 1,332 223,069

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

34,816 34,816

32,555 2,287 29,500 768

37,804 7,701 28,400 1,703

8,271 4,994 3,277

16,091 16,091

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

教材センター 17,805 17,805

国県補助金 組合債 その他 市町村負担金

1,078 1,078

1,015 1,015

1,149 1,149

第3条第1項第6号 消防事務（非常備消防）

（単位：千円）

所属 組合規約 施策 決算額
※人件費含む

決算額の財源内訳

概要 主な決算内容

5款　1項　2・4目
決算額

決算額の財源内訳

件名
　消防団は、9支団、32分団、106部で組織され、ポンプ自動車等109台を擁し、あらゆ
る災害に対処できるよう訓練を行っている。
また、歳末特別警戒等を通じて、圏域住民に防災意識の高揚を図っている。

　構成市町村からの要望により視聴覚教材や機器の購入及び管理を行い、小・中学校、
幼稚園、保育所などの学校教育団体だけでなく、子ども会、公民館、福祉施設など社会
教育団体にも、貸出しを行っている。

組合規約所属

決算額

液晶プロジェクター、ワイヤレスマイクシステム

消防団員報酬　1,427人

施策の成果 消防機庫新築　1棟

消防ポンプ自動車購入　2台

小型動力ポンプ付き積載車購入　1台

概要

視聴覚教材センターの設置及び管理第3条第1項第12号

主な決算内容

決算額の財源内訳

消火栓新設工事負担金　14栓

（単位：千円）

　　（貸出教材等）　　　 （主な貸出先）
　16mmフィルム　　 47件　幼稚園・保育所
　ビデオ・ＤＶＤ　845件　小・中学校
　各種機材　　　　915件　幼稚園・保育所、小・中学校
　合計　　　　　1,807件
　前年度比　　 103.08％

決算額
※人件費含む

施策

　火災等出動件数　103件　前年度比　73.57％

　歳末特別警戒　639人活動
　
　※規律訓練、消防資機材取扱訓練、水防訓練、消防操法訓練、秋季訓練、消防出初式
及び千葉県消防学校への入校は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止した。

件名

6款　1項　1目

学校教育用教材

社会教育用教材施策の成果

映像作品ＤＶＤ　19本

映像作品ＤＶＤ　31本

主な購入備品

　※非常備施設整備の市町村内訳は別紙参照

視聴覚用備品

社会教育用教材

学校教育用教材

決算額の財源内訳

視聴覚用備品
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（単位：千円）

計 交付税対象 単独

消防ポンプ自動車（CD-1）購入
3.5t未満

3-3-1
(萱場)

19,079 1,807 16,200 9,400 6,800 1,072
補助：消防防災強化事業
起債：施設整備、一般単独

小型動力ポンプ付積載車（B3級）購入
2-1-2
(七渡)

8,271 4,994 3,277
補助：石油交付金事業（4,553）、
　 　 消防防災強化事業(441)

飲料水兼用耐震性貯水槽点検清掃委託 春日野公園 1,540 1,540

防火水槽撤去工事 下太田 957 957

消火栓新設工事（負担金） ３か所 3,595 3,595

消防機庫屋根等改修工事
2-1-1
(千町)

801 801

倉庫解体他工事
第2支団用
(腰当)

1,270 1,270

35,513 6,801 16,200 9,400 6,800 12,512

一
宮
町

消防機庫新築工事（一式）
4-1-1

(綱田、釣、
琵琶畑)

32,555 2,287 29,500 29,500 768

補助：消防防災強化事業
起債：緊急防災減災

地質調査・設計・施工監理委託、水道加入金等含む

防火水槽撤去工事 上市場 2,695 2,695

消火栓新設工事（負担金） ２か所 2,435 2,435

5,130 0 0 0 0 5,130

長
生
村

消火栓新設工事（負担金） ３か所 3,675 3,675

白
子
町

消火栓新設工事（負担金） ２か所 2,257 2,257

防火水槽漏水補修工事 長柄山 1,265 1,265

消火栓新設工事（負担金） 3か所 3,038 3,038

4,303 0 0 0 0 4,303

消防ポンプ自動車（CD-1）購入
3.5t未満

9-3-3
(水沼)

18,724 5,894 12,200 9,200 3,000 630
補助：石油交付金事業（4,087）、
　　　消防防災強化事業(1,807)
起債：施設整備、一般単独

消火栓新設工事（負担金） １か所 1,091 1,091

19,815 5,894 12,200 9,200 3,000 1,721

備　　考
県補助金

組合債 市町村
負担金

令和２年度　非常備消防施設整備事業一覧（市町村別）

事　　業　　名 場　所 決算額

財　源　内　訳

計

茂
原
市

計

長
南
町

長
柄
町

計

計

睦
沢
町
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令和２年度　主要施策の成果

令和２年度における特別会計火葬場・斎場事業費の主要な施策の成果について
地 方 自 治 法 第 233 条 第 5 号 の 規 定 に よ り 本 書 の と お り 提 出 す る 。

令 和 3 年 8 月 27 日 提 出

長 生 郡 市 広 域 市 町 村 圏 組 合
管 理 者 田 中 豊 彦





国県補助金 組合債 その他 市町負担金

長南聖苑 151,306 39,400 111,906

国県補助金 組合債 その他 市町負担金

27,020 17,348 9,672

9,348 9,348

17,116 17,116

13,530 13,530

3,080 3,080

国県補助金 組合債 その他 市町負担金

長南聖苑 7,749 5,394 2,355

国県補助金 組合債 その他 市町負担金

5 5

　　　　合　計　　1,368件

　　　　前年度比　96.54％

【式場使用件数】

　　　　３市町　　　360件

　　　　その他　　　　7件

　　　　合　計　　　367件

　　　　前年度比　92.21％

一般貨物自動車運送事業適齢診断

施策の成果（霊柩車使用件数） 修繕ほか
（車検及び３か月点検整備）

その他　　　　3件

合　計　　　331件

前年度比　86.65％

組合規約

第3条第1項第14号

施策

火葬炉5基、大・小斎場、待合室5室等を備え、通夜、葬儀、告別式及び火葬ま
で行える施設の設置及び管理を茂原市、長柄町、長南町の3市町で共同事務して
いる。

施策の成果

1款 1項 1目

件名

【火葬件数】

　　　　３市町　　1,331件

　　　　その他　　　 37件

概要 主な決算内容

決算額
決算額の財源内訳

霊きゆう運送事業第3条第1項第15号

霊柩車2台での霊きゅう運送事業を茂原市、長柄町、長南町の3市町で共同事務
している。

1款 1項 2目

件名

所属
決算額の財源内訳

組合規約

決算額
※人件費含む

決算額
※人件費含む

火葬業務委託

清掃管理業務委託

空調機等改修工事

火葬炉設備更新工事

施策

（単位：千円）

決算額の財源内訳

（単位：千円）

所属

遺体保冷庫更新

主な決算内容

決算額
決算額の財源内訳

概要

火葬場・斎場の設置及び管理

197 197 0
３市町　　　328件
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